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はじめに

⚫ 前回の制度検討作業部会では、長期商品における価格の事後調整スキームや、
2023年以降のオークションにおける商品のあり方、また、制度的供出量の控除の考え
方についてご議論いただいた。

⚫ 今回は、前回に引き続き、①長期商品との相互関係を踏まえた１年商品のあり方に加
え、②事後調整スキームの具体的な設計や、③制度的供出量の控除の考え方につい
て、ご議論いただきたい。



１．長期商品・１年商品の在り方
２．燃料費の事後調整スキームに関する詳細設計
３．制度的供出量の控除の考え方
３－１ 長期相対契約インセンティブ
３－２ BL市場創設後の電源開発の電源切り出し
３－３ 常時ＢＵ控除
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論点１：長期商品・１年商品の関係性を踏まえた商品のあり方について

⚫ 第76回制度検討作業部会（2023年2月27日）では、受渡期間が１年を超える商
品をＢＬ市場に導入する場合、売手・買手双方のリスクを軽減するため、価格の事後
調整スキーム等の導入も考えられることから、どのような対応方法が取り得るかご議論い
ただいた。

⚫ 固定価格取引をベースとし、年度が切り替わる際に受渡価格を変更する案や、燃料費
調整制度のようなスキームにより価格変動を反映させる案をお示ししたところ、市場が複
雑化することに対する懸念はあるものの、長期商品は、基本的には事後調整付取引を
主軸として検討するべきではないか等、ご意見をいただいた。

⚫ 今回は、前回のご議論を踏まえ、長期商品は事後調整付取引とする案を主軸としたう
えで、長期商品との相互関係も踏まえ、１年商品はどのように考えられるか、どのよう
なオークションのあり方が考えられるか、ご議論いただきたい。
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（参考）第76回制度検討作業部会におけるご意見
⚫ 両案いずれもあり得ると思われるが、案①は案②よりも価格算定方法が難しいのではないか。一方、案②は過度な利益の抑制並びに回収抑制

等も踏まえると有効な案だと思うが、市場が複雑になることには懸念がある。

⚫ 延長のオプションを持つことも、既得権的に容量を確保してしまうことになるため、オプション設定の議論も避けた方が良いように考える。

⚫ 長期取引実施時は、案２のように石炭価格のボラに対応することが望ましいか。うまく機能すれば、BL市場の趣旨に資するものになると考える。

⚫ 対応案①について、延長オプション制については売手・買手の利害が合わない可能性。一定の係数を掛けることになるかもしれないが、なかなか難
しく、取引も活性化しない可能性。一方、案②も調整係数の設定が難しく、両案とも設定の難しさとメリットがある。両案とも否定するつもりはなく、
並列させることも考えられる。

⚫ 燃料価格を自動的に反映する案が有効、案②みたいな案が必須ではないか。

⚫ 今後もボラが発生する可能性があり、技術的課題はあるが、制度的供出を設ける以上、発電に要するコストの回収は重要であるため、案②のよ
うな対応が重要ではないか。

＜長期商品における価格の調整スキーム案のイメージ＞

案①：年度が切り替わる際に、受渡価格を足下の
燃料価格等に応じた価格に変更する

案②：燃料費調整制度のように、燃料価格等の変
動を自動的に反映する
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⚫ 制度設計専門会合や制度検討作業部会におけるご議論を踏まえると、１年商品につ
いては、従来通り固定価格取引とするか、燃料費の価格変動リスクへに対応するため、
事後調整付取引とするか、あるいはその両取引を行うこととするか検討する必要がある。

⚫ １年商品について、固定価格取引を継続するとした場合、特にひっ迫以降において、BL
市場の１つの役割とされてきた固定価格取引による市場価格のヘッジ機能を維持する
ことが可能。先渡市場等がまだ活発化していないなか、固定価格取引を提供する市場
として、一定の役割を果たすことが考えられる。

⚫ 一方、１年商品を事後調整付取引のみとした場合、固定価格取引における課題は解
消されるが、固定価格取引を要望する事業者の声もあるなか、固定価格取引による
ヘッジ機能は失われることとなる。

⚫ また、長期商品が事後調整付取引であるため、１年商品と長期商品が完全に重複し
てしまう点も課題。

１年商品 長期商品

固定価格取引 事後調整付取引

事後調整付取引 事後調整付取引

固定価格取引 ＋ 事後調整付取引 事後調整付取引

＜１年商品と長期商品の組み合わせイメージ＞

長期商品との相互関係も踏まえた１年商品のあり方について（１／２）
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⚫ 固定価格取引だけではなく、事後調整付取引も行われる場合、売入札者は事後調整
付取引の約定可能性を踏まえ、固定価格のあり方を見直す可能性があることに加え、
両取引の価格差が明確になることで、固定価格取引の価格設定を見直す動機はさ
らに強まるのではないか。

⚫ そのような点や、固定価格でヘッジを行うことが可能という、BL市場の特性を維持するこ
とも意義があることを踏まえると、１年商品を事後調整付取引のみとすることは、望まし
くないと考えられるのではないか。

⚫ そのため、１年商品については、固定価格取引とすることや、固定価格取引と事後調整
付取引の両者を扱うことを軸に、検討することが考えられる。そのうえで、長期商品との相
互関係も考慮すると、どのオークションでどの取引を行うかによっても得られる効果が異な
ると考えられるため、各オークションの取り扱いも踏まえ、検討を深める必要がある。

1年目 2年目

１年商品と長期商品の事後調
整付取引は、基本的に同価格
程度になることが想定される。

長期商品との相互関係も踏まえた１年商品のあり方について（２／２）

価格

＜固定価格取引（1年商品）と事後調整付取引（1年商品・長期商品）のイメージ＞

固定価格取引と
事後調整付取引
の約定価格差
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１年商品において固定価格取引と事後調整付取引を両方取り扱う場合（１／２）

⚫ １年商品において固定価格取引と事後調整付取引の両方を取り扱う場合、どのオークションに
おいて、どの取引を実施するかだけでなく、長期商品をどのオークションで取引するかも合わせて
検討する必要がある。

⚫ 過去のBL市場の傾向として、固定価格取引はオークション回数を重ねるなかで、売手・買手の価
格水準の乖離が縮小し、約定量が増加する傾向がある。そのため、固定価格取引は取引回数
を重ねる意義があるとも考えられるが、他方、事後調整付取引は、回数を重ねても売応札の価格
は大きく変わらない可能性が高く、回数を重ねる意義は小さいとも考えられる。

⚫ 一方、年に１度しか事後調整付取引を扱わない等、取引機会が少ない場合は、事業者の試行
錯誤の機会が少なく、売手・買手の目線が揃わないまま、市場が機能しない可能性もある。

⚫ そのため、事後調整付取引の１年商品と長期商品が重複することを踏まえ、１年商品の事後調
整付取引、長期商品の事後調整付取引の両者を合わせて複数回実施することで、売手・買手
の価格の乖離も縮小すると考えられるのではないか。よって、どのオークションにおいて、長期商
品を取り扱うべきかについては、１年商品のあり方と合わせて検討する必要があるのではないか。

１回目 ２回目 ３回目

固定価格取引 固定価格取引 固定価格取引

事後調整付取引 事後調整付取引 事後調整付取引

・・・

回数を重ねることで、売り・買いの価
格水準の乖離も縮小し、約定量も
増加すると考えられるのではないか。

・・・

回数が少ないと売手・買
手の目線が揃わない可能
性があるが、１年商品・長
期商品合わせて複数回実
施することで、価格水準の
乖離も縮小するか。

１年商品 or 長期商品 １年商品 or 長期商品 １年商品 or 長期商品



１回目 ２回目 ３回目

固定価格取引 固定価格取引
固定価格取引
事後調整付取引

事後調整付取引 事後調整付取引 事後調整付取引
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⚫ 長期商品は、取り扱うオークションを限定すること等も考えられるが、固定価格取引と事
後調整付取引を同時に取引することで、両者の価格差が明確になり、売入札者が固定
価格取引の設定を見直す動機も強まると考えられることから、１年の固定価格取引を
扱うオークションにおいて、長期商品を同時に取り扱うことが考えられるのではないか。

⚫ また、電源調達時には、通常、長期の取引から確定させていくことを考えると、長期商品
を取り扱うオークションについては、複数回実施されるオークションのうち、前半で扱うこ
とが望ましいと考えられるのではないか。

⚫ そのような点や、各オークションにおいて取り扱う商品が過剰である場合、札が分散してし
まい、かえって約定量が減少してしまう可能性も踏まえ、検討する必要がある。

１年商品において固定価格取引と事後調整付取引を両方取り扱う場合（２／２）

１年商品

長期商品

長期商品は、複数回実施されるオークションのうち、
前半で扱うことが望ましいと考えられるのではないか。

固定価格取引と事後調整付取
引を同時に行うことで、価格差が
明確になり、固定価格取引の価
格設定を見直す動機も強まるか。

長期商品の約定価格等を踏まえ、
１年商品の事後調整付取引を
行うことで、目線も揃いやすくなり
約定可能性も高まるか。

事後調整付取引をオーク
ション後半で実施することで、
事後調整付取引での約定
可能性が高まることを踏ま
え、事前に行われる固定
価格の価格設定を見直す
動機が強まるか。

事後調整付取引・固定価格取引
の両方を同時に行うことも考えられ
るが、札の分散が課題となるか。
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（参考）制度設計専門会合における議論

⚫ 第82回制度設計専門会合（2023年2月20日）では、第３回オークションに事後調
整付取引の１年商品を導入することにより、売手が第１回、第２回オークションにおける
固定価格の設定を見直す動機が強まる可能性があるとされている。

（出典）第82回制度設計専門会合
（2023年2月20日）資料6より抜粋
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１年商品において固定価格取引のみを取り扱う場合

⚫ １年商品において固定価格取引のみを取り扱う場合は、基本的に全オークションで固
定価格取引を実施することが考えられるため、長期商品をどのオークションで取引するか
によって、得られる効果が変わると考えられる。

⚫ その場合、長期商品についても、全オークションにおいて長期商品を取り扱うこととすれば、
固定価格取引と事後調整付取引の価格差が明らかになるため、固定価格取引の設
定を見直す動機が強まるのではないか。

１回目 ２回目 ３回目

１年商品 固定価格取引 固定価格取引 固定価格取引

長期商品 事後調整付取引 事後調整付取引 事後調整付取引

１年商品の固定価格取引を扱うオークションに
おいて、長期商品も取り扱うことが望ましいか。

固定価格取引と事後調整付取
引を同時に行うことで、価格差が
明確になり、固定価格取引の価
格設定を見直す動機も強まるか。

・・・

・・・
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考えられる対応案について

⚫ 長期商品との相互関係も踏まえると、以下のような対応案が考えられる。

⚫ 各案それぞれに特徴があるものの、固定価格取引が３回実施され、売手・買手の価格
水準の乖離が縮小する可能性があるだけではなく、第３回に１年商品の事後調整付
取引を行うことに加え、固定価格取引（１年商品）と事後調整付取引（長期商
品）を同時に扱い、価格差が明確になることにより、固定価格取引の価格設定が見直
される動機も強まると考えられる、案②が望ましいと考えられるのではないか。

第１回 第２回 第３回

案
①

１年商品 固定価格取引 固定価格取引 事後調整付取引

• 固定価格取引（１年商品）と事後調整付取引（長期商品）を同
時に扱うことで、長期的な取引から確定させることと同時に、
１年商品についても、事後調整付取引との価格差が明確になる
ことで、価格設定を見直す動機も強まると考えられる。

• 買手事業者としては、第１回・第２回の事後調整付取引の約定
価格を踏まえつつ、第３回オークションでは、事後調整付取引
の取引期間を選択のうえ、入札できることになる。

• 一方、固定価格取引は２回しか行われないため、売手・買手の
価格水準の乖離が縮小しないままとなる可能性もある。

長期商品 事後調整付取引 事後調整付取引 事後調整付取引

案
②

１年商品 固定価格取引 固定価格取引
固定価格取引
事後調整付取引

• 前半のオークションについては、案①と同様の効果が期待可能。
• １年商品について、第３回オークションにおいて固定価格取

引・事後調整付取引の両者を扱うことで、固定価格取引の応札
価格の乖離も縮小する等、案①にはないメリットがある。

• 一方で、第３回オークションにおける売札の振り分けについて
は、別途検討が必要となる。

長期商品 事後調整付取引 事後調整付取引 (事後調整付取引)

案
③

１年商品 固定価格取引 固定価格取引 固定価格取引
• 事後調整付取引と固定価格取引が同時に取引され、固定価格取
引の価格を見直す動機が強まると考えられる。

• 長期商品は事後調整付取引、１年商品は固定価格取引となり、
商品が重複することもなく、棲み分けが可能。

• 他案と比較し、固定価格取引の設定を見直す動機が弱いと考え
られる。

長期商品 事後調整付取引 事後調整付取引 事後調整付取引



１．長期商品・１年商品の在り方
２．燃料費の事後調整スキームに関する詳細設計
３．制度的供出量の控除の考え方
３－１ 長期相対契約インセンティブ
３－２ BL市場創設後の電源開発の電源切り出し
３－３ 常時ＢＵ控除
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制度設計専門会合における事後調整スキームの議論

⚫ 制度設計専門会合では、燃料費の価格変動リスクについて、大規模発電事業者の裁
量の余地が大きく、算定次第では実質的な売り惜しみに繋がる可能性もあることから、
制度の見直しを検討する必要があるとして、事後調整スキームの導入を主軸に検討を
行ってきた。

⚫ 事後調整スキームの調整単価の算定方法については、エリア毎に共通の単価を設定す
る案も考えられる一方、事業者ごとに電源構成が異なり、燃料費の変動による価格への
影響が異なるなか、事業者ごとに異なる単価を設定することも考えられる。

⚫ 制度設計専門会合では、エリア毎の調整単価を定めた場合、売手事業者に一定のリス
クが発生し、リスクプレミアムに関する課題が解消されない可能性があることから、事業者
毎に異なる調整単価を設定することが適切ではないかとされた。

⚫ 一方で、事業者毎に異なる調整単価を設定した場合、買手事業者としてはオークション
結果が分かるまで、どのような調整単価が適用されることになるか、正確に分からないこと
となる。その場合、買手事業者のリスク軽減のため、一定の条件のもと、約定後にキャン
セルする権利を付与することも考えられると示された。
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（出典）第80回制度設計専門会合
（2022年12月22日）資料7より抜粋
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（出典）第80回制度設計専門会合
（2022年12月22日）資料7より抜粋



（出典）第80回制度設計専門会合
（2022年12月22日）資料7より抜粋
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論点２：事後調整スキームの詳細設計

⚫ 事業者毎に調整単価を設定することによるリスクへの対応として、買手事業者にキャンセ
ル権を付与した場合、キャンセル権に適切な条件が定められていない場合、キャンセルが
相次ぐ等、売手事業者に過大なリスクが発生する可能性がある。
※例えば、売入札者が約定後に燃料価格のヘッジを行っていた場合、ヘッジ後に約定量のキャンセルが発生すると、ヘッジの解消を行う必要があり、
そのためのコスト等が発生する可能性がある。

⚫ 一方で、エリア毎に共通の単価を設定する場合、調整単価と自社の電源構成に基づく
コストの差（リスクプレミアム）にどのように対応するかが課題となる。その場合、売手側に
発生するリスクを軽減するため、電源構成に基づく調整単価が近しい制度的供出者が
属するエリアをまとめ、１つの市場範囲とすることも考えられるが、市場範囲が細分化さ
れてしまう可能性が高い。

⚫ 売手・買手事業者へのリスクを踏まえると、どのような対応が望ましいと考えられるか。また、
制度的供出者以外の売入札の調整係数の扱い等については、どのように考えるか。

売手事業者 買手事業者

事業者毎に異なる
調整係数を設定

• 各社毎に調整係数を算定できるため、電源構成の不
一致等によるリスクは発生しない。

• オークション結果が分かるまで、どのような調整単
価が適用されることになるか、正確に分からないた
め、リスクが発生。

• 買手事業者のリスク緩和のため、約定後のキャンセ
ル権等を付与した場合、その設定によっては売手事
業者にリスクが発生。

エリア毎に共通の
調整係数を設定

• エリアに設定された調整係数と自社の電源構成が一
致しないため、リスクが発生。

• エリアごとの調整係数が適用されるため、どのよう
な係数が適用されるか分からない等のリスクは発生
しない。



１．長期商品・１年商品の在り方
２．燃料費の事後調整スキームに関する詳細設計
３．制度的供出量の控除の考え方
３－１ 長期相対契約インセンティブ
３－２ BL市場創設後の電源開発の電源切り出し
３－３ 常時ＢＵ控除
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論点３－１：長期相対契約インセンティブの条件について

⚫ 第73回制度検討作業部会において、長期の取引を促進する方法としては、ＢＬ市場において商
品を設計するほか、長期の相対契約量を別途ＢＬ市場の制度的供出量から控除する等、インセ
ンティブを付与することも考えられるとした。

⚫ 具体的な方法としては、長期取引を活性化させる観点から、例えば、ＢＬ市場の長期商品につ
いて、制度的供出量のうち一定量以上の供出が行われるよう設定したうえで、主に長期商品への
供出量から長期相対契約の契約量を控除することを基本とし、一定以上の長期取引が行われ
るよう促進すること等が考えられるのではないか。その場合、どのような長期相対契約を控除対
象とすることが考えられるか。

⚫ 例えば、１年商品において、供出量の控除対象としている適格相対契約は、ＢＬ市場と同等の
価値を有する契約を控除するため、70%以上の負荷率を求める等、一定の条件を付している。

⚫ 一方、長期相対契約インセンティブの控除は、長期取引の促進が目的であること、期間が長い契
約ほど売手・買手の事情を踏まえた設定が必要であり、定型化が難しいことを踏まえ、一定期間
以上の契約であれば、負荷率等の条件を定めないこととしてはどうか。ただし、ＢＬ市場の趣旨
を踏まえ、自己またはグループ内の小売部門との契約は対象外とすることが考えられるのではないか。

項目 適格相対契約の条件 長期相対契約インセンティブの条件（案）

控除条件としての負荷率 70%以上 条件は設定しない

控除条件としての契約期間 6ヶ月以上 １年６ヶ月以上

控除量 負荷率に応じた計算 負荷率に応じた計算

控除対象外とする契約 自己またはグループ内契約 自己またはグループ内契約

控除上限値 定める 長期商品への供出量からの控除を基本とし、別途検討が必要

控除対象とする契約 受渡し年度ー２年度 受渡し年度ー２年度
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（参考）小売電気事業者が希望する電気の調達先

⚫ 小売電気事業者としては、電源調達ポートフォリオのうち約３割程度について、１年を超える長期
契約を契約することを希望しているが、現状、２割程度に留まっている。

第60回電力・ガス基本政策
小委員会（2023年3月29
日）資料6－1より抜粋



2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度
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長期相対契約のインセンティブ設計のイメージ
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※制度的供出量は、エリア需用等により増減する。
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長期相対契約を控除する場合の上限について

⚫ 長期相対契約をＢＬ市場の供出量から控除する際、長期商品に割り当てられた供出量を上限
値とすることも考えられるが、その場合、長期相対契約インセンティブが一定以上働かない可能性
がある。そのため、長期商品に割り当てられた供出量を超える長期相対契約量については、１年
商品に割り当てられた供出量から控除することも考えられるのではないか。

⚫ 一方で、長期相対契約は、ＢＬ市場の商品と同等の契約だけではなく、さまざまな条件のもと契
約されたものも存在するため、控除量の上限値を設定しなければ、必要以上に長期商品や１年
商品の供出量が減少する可能性がある。

⚫ それらを踏まえ、既設の長期相対契約の状況や、制度的供出量及び適格相対契約控除量等を
考慮のうえ、長期相対契約の控除量の上限を定めてはどうか。

0

20

40

60

80

100
契約期間毎の契約量[万kW]

A社 B社 C社 D社 E社 F社

１年以上
２年未満

２年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上

（出所）第73回制度検討作業部会（2022年12月21日）資料3より抜粋
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（参考）控除上限イメージ 案：供出義務20%まで
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論点３－２：ＢＬ市場創設後の電発電源切り出しについて

⚫ ＢＬ市場の制度的供出量は、エリアに供出する制度的供出量を、旧一般電気事業者
の小売供給能力と、電源開発の旧一般電気事業者との長期契約に基づく融通の割合
で按分している。

⚫ 現在の供出量の計算方法では、電発電源を切り出すと、旧一般電気事業者の供出量
の割合が増えてしまうため、旧一般電気事業者にとっては電発電源の切り出しを行うイン
センティブがない。

⚫ そのため、電発電源を切り出した分によって旧一般電気事業者の制度的供出量が増加
することがないよう、ＢＬ市場創設以降、自主的に切り出しが行われた場合については、
制度的供出量から総量分を控除することとしてはどうか。

電源開発の制度的供出量

旧一般電気事業者の制度的供出量

切り出したことによる旧一電の供出量増
＆

切り出したことによる電発制度的供出量減

エリア需用や新電力需要から
ＢＬ市場へ供出する量

この部分を全量控除
してはどうか。

切り出された量は、
市場等を介して販売
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（参考）ＢＬ市場創設前の電発電源切り出しインセンティブ

⚫ 電発電源切り出しインセンティブにおいて、BL市場創設前に早期の切り出しを行った場
合と、「電力システム改革貫徹のための政策小委員会」開催以前に、電発電源供出義
務を超えて早期切り出しを行っていた場合について、ＢＬ市場の供出義務量からそれら
切り出し分の総量分を控除することとしている。

第13回制度検討作業部会（2017
年10月30日）資料4より抜粋
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第83回制度設計専門会合（2023
年3月27日）資料9より抜粋
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論点３－３：常時ＢＵ控除について

⚫ 常時ＢＵは、政策目的が一部重複することから、前年度の常時ＢＵ実績をＢＬ市場への制度
的供出量等から控除することとしているが、第59回電力・ガス基本政策小委員会において、内外
無差別な卸売りを行っていると判断されたエリアについては、今後、常時ＢＵを廃止することとした。

⚫ 現状の供出量算定方式に基づけば、常時ＢＵが廃止された年度においては、前年度実績をＢ
Ｌ市場への供出量から控除することになるが、内外無差別の卸売りにより、ＢＬ市場外での卸
売は担保されていることになるため、電源へのアクセス環境は確保されていると考えられる。よって、
常時ＢＵが廃止された年度においても、控除の対象とすることが考えられる。

⚫ なお、常時ＢＵが廃止されたエリアにおいて、翌年度の常時ＢＵ控除については、内外無差別の
卸売りの取扱いを含め、適格相対契約控除等を含めた控除のあり方を見直すこととしてはどう
か。
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【常時ＢＵ廃止後の供出量算定イメージ】
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第59回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年3月1日）資料5より抜粋


